
企業課題相談⽀援事業補助⾦

荒川区 経営支援課産業活性化係
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企業課題相談⽀援事業補助⾦とは︖
指定の大学・研究機関から学術相談を受ける場合に要する費用の一部を補助いたします。

限度額20万円 ・ 補助率10/10

事業者

連携
大学・

研究機関

学術指導補助
費用
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補助⾦の概要

補助対象者

①中⼩企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に定める中⼩企業者
で、区内に本社を有するもの（区内で引き続き1年以上事業を営むもの）
②申告の完了した直近の事業年度分の法⼈都⺠税⼜は前年度分の個⼈住⺠税を滞納して
いない者
※みなし大企業は対象外

補助上限額・補助率 ２0万円（千円未満切り捨て）、１０分の１０

補助対象経費 対象の大学等から受ける学術相談に要する学術相談料

対象大学等
荒川区と連携協定を締結している以下の大学等
東京都⽴大学、都⽴産業技術大学院大学、東京電機大学、東洋大学、
商工会議所が実施する産学公連携相談窓口
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補助⾦交付までの流れ

相
談
実
施

審
査
・
交
付
決
定

実
績
報
告

審
査
・
補
助
金
確
定

補
助
金
請
求

補
助
金
お
支
払
い

相談前 相談実施〜相談修了 実績提出〜⼊⾦

事業者

大学

3月末まで

事
前
相
談

4/1以降

ケース１ 同⼀年度内(3月末まで)に完了する場合

契
約
・
支
払
い

相
談
修
了

交
付
申
請



5

補助⾦交付までの流れ
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申請に必要な書類
直近の事業年度分法⼈都⺠税 / 
前年度分個⼈住⺠税の納税が

確認できるもの

２
相談内容を説明する資料

（必要に応じて）

３

第８号様式 実績報告書
１

第１号様式 交付申請書
1

技術に関する資料、
支援計画 etc

領収書、
納税証明書etc

実績報告に必要な書類

学術相談契約書の写し
2 大学等への⽀払い・⾦額を

確認できるもの

3

振込明細書
（＋振込依頼書、
請求書etc）

契約書

~~~~~~~~~~~~~~~
~~~~~~~~~~~~~~~
~~~~~~~~~~~~~~~
~~~~~~~~~~~~~~~
~~~~~~~~~~~~~~~
~~~~~~~~~~~~~~~
~~~~~~~~~~~~~~~
~~~~~~~~~~~~~~~
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ご留意いただくこと

 1,000円未満の額は切り捨てです。

 国、地⽅公共団体など、他の機関から補助⾦を受けた場合は、その額については、
補助対象経費から控除いたします。

 以下の内容を変更する場合は変更・中⽌申請書（第５号様式）をご提出ください。
（１）学術相談料を変更する場合
（２）相談内容の大幅な変更、追加をしようとする場合
（３）相談を中⽌、廃⽌しようとする場合
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Q&A

QQ 補助⾦の交付は限度額内であれば、何度でも申請可能か。

AA 可能です。複数回申請する場合の補助⾦額は、申請ごとに1,000円未満の端数が生じた場合
は、その端数を切り捨てとします。（要綱第7条4項）

QQ 複数年度に跨るものについて、初年度に補助⾦を交付してもらえないか。

AA 相談が完了する⽇が属する年度に経費総額を補助対象経費として扱うため、初年度の交付は
できません。（要綱第7条5項）
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東京商工会議所が実施する産学公連携相談窓口

東京商工会議所 大学・研究機関

②相談シート提出 ③照会

④対応可否⑤回答

⑥連絡・相談

①事業紹介

共有・連携

申請企業

活用するメリット
① 東京商工会議所と連携している５１の連携研究機関へ⼀度に問い合わせが可能（照会）
② 原則、３週間以内で対応可否の回答が得られる
③ 東京商工会議所への相談〜照会は無料

東京商工会議所が持つ幅広いネットワークを活用した大学・研究機関とのマッチングサービス

※費用が発生します


